
                                        

平成 23 年 9 月 26 日 

健全化判断比率・資金不足比率を公表します 
 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率及び資金不

足比率を以下のとおり報告します。 

平成２２年度決算における各比率は、全て早期健全化基準を下回っています。 

実質公債費比率は、毎年確実に下がってきておりますが、合併までに行った市民生活

向上のための施設整備による借金の影響でまだ高い水準にあるため、引き続き、「健全

財政を推進するための５つの取り組み方針」を堅持し、比率を下げてまいります。 

 

 

■健全化判断比率 
  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、健全化判断比率を、

監査委員の意見を付けて次のとおり報告します。 

                           （単位：％） 

年 度 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

平成２２年度 発生していません 発生していません 15.2 104.2 

早期健全化基準 12.02 17.02 25.0 350.0 

財政再生基準 20.00 35.00 35.0 基準なし 

  

平成２１年度 発生していません 発生していません 15.8 118.9 

平成２０年度 発生していません 発生していません 16.5 140.4 

 

■資金不足比率 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、資金不足比率を、

監査委員の意見を付けて次のとおり報告します。 

                                    （単位：％） 

特別会計の名称 資金不足比率 特別会計の名称 資金不足比率 

下水道事業会計 － （20.0） 個別排水処理事業会計 － （20.0）

簡易水道事業会計 － （20.0） 水道事業会計 － （20.0）

農業集落排水事業会計 － （20.0） 病院事業会計 － （20.0）

特定環境保全公共 

下水道事業会計 
－ （20.0） （  ）内の数値は、経営健全化基準を示す。
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